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中東危機 ⽶株への影響は︖

Vol.52 2024.10.2号
中東危機とS&P500の関係は︖

• 過去の主な中東危機局⾯でのS&P500は均すと横ばい（図①）
• 最⼩下落幅は2003年イラク戦争の▲3.1％、次点は2023年ハマスのイスラエル攻撃で▲4.4％
• 10％を越えた下落後の⼤底は▲15％が⼀つの⽬安（図①）
• 今局⾯での最⼤のリスクはイラン暴⾛で中東各国（イラクやサウジ等）を巻き込む戦争に発展すること
• 今のところイラン⇒イスラエルへの報復空爆はイスラエルへの事前通知もあり不⽤意には動いていない印象
• これを踏まえると、4⽉の報復空爆と同様、イランとしての体⾯を維持しつつ、形式上の報復を⾏うに留めていると⾒る
ことが可能

• この⾒⽴てが正しいならば、S&P500の下げは限定的に留まると思料
• 過去30年間の中東危機に対するS&P500の1か⽉後、3ヶ⽉後の平均騰落率はそれぞれプラス着地、上昇確率は
約7割（図②）

• 仮に、今後紛争が中東全体（イラクやサウジ等）を巻き込む戦争に発展した場合、⽶利下げが後押しされ、結果的
にS&P500は上昇すると⾒ている（図③）

（図表1〜3）Bloombergのデータを基にニッセイアセットマネジメント作成

【図表1】主な中東危機とS&P500の関係

【図表2】過去30年間の中東危機に対する市場の反応 【図表3】⽶利上げ停⽌局⾯での中東紛争ぼっ発は
⽶利下げを正当化

上昇確率 平均騰落率 上昇確率 平均騰落率

S&P500 65% 0.90% 75% 2.80%

WTI 84% 5.90% 74% 9.10%

10年国債 50% -0.30% 45% -0.30%

紛争1日前～1か月後 紛争1日前～3か月後

※危機開始当日のS&P500＝100　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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